
次の要倅綽全でに該逃する世帯が対象とをります。

①低所得世帯 (別表)であつて、生計中心者の失業等により生活に困窮し、日常生活の維持が

困難となつていること

②現に住居を有していること(または生活困窮者自立支援法に基づく住居確保給付金の申請を

行い、住居の確保が確実に見込まれること)

③生活保護、失業等給付、職業訓練受講給付金、年金等の他の公的給付・貸付を受けられない

世帯であること

④資金の借入を希望される方の本人確認が可能であること

⑤原則として生活困窮者自立支援法に基づく支援を受けるとともに、実施主体及び関係機関か

ら借入後の継続的な支援を受けることに同意していること

⑥実施主体が貸付け及び関係機関とともに支援を行うことにより、自立した生活を営めること

が見込まれ、償還を見込めること

11.  ⑦健康で就労可能な方であり、新たに仕事に就くための求職活動等を行つていること
||■ ■ ■|        …

生活福祉資金

総合支援資金の

ご案内
失業等による日常生活上の困難や生活の立て直しのために、■|‐ |

一時的な資金を貸‐付することで解決・自立できる世帯に貸し付けをします。

※貸付制度ですので自立。償還が見込めないと判断される場合には貸付できません。

※貸付にあたつては、一定の条件があり、審査により貸付できない場合があります。



圏

生活再建するまでの間に必要な生活費用

玲貸付限度額 :単身世帯 月額 15万円以内

2人以上 月額20万円以内

鰈貸付期間 :原則3ヵ月以内

(延長により最長12ヵ月まで)

敷金、礼金等住宅の賃貸契約を結ぶために必要な費用

貸付限度額 :40万円以内

貸付にあたつては審査があります。

申請書や添付書類等の記載事項の内容に事実と相違がある場合や貸付の目的を達成する見

込みがなく償還困難であると判断した場合には貸付を行いません。

審査内容等についてはお答えできません。

審査等を行う上で必要な範囲に限り、関係機関や関係者に対して、個人情報を照会すること

や提供することがあります。

他の債務の返済や借り換え目的の貸付はできません。

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成3年法律第77号 )第 2条 6号に規定

する暴力団員であるものが属する世帯は借入申込ができません。

住宅確保給付金の支給要件を満たしている場合は、住宅確保給付金を利用していただきます。

借入金を目的外に使用したときや不正な手段により貸付を受けた場合、貸付金の一括償還や

貸付の停止を行います。

留 意1事 項



生活を再建するために、一時的に日常生活費で賄えない費用

瘍貸付内容

①失業等による場合に、新たに就業するために必要な支度費、技能習得費等

②現在住居している住宅の家賃が高い等、生活を立て直すために転居が必要な場

合の転居費用等

③住居確保給付金を併せて申請している場合の家具什器費等

④公共料金等を滞納している場合であつて、滞納している料金を支払わなければ

日常生活を営むのに著しい困難が生じる場合の支払いに必要な経費

⑤債務整理を行う場合に必要な費用

※家計相談支援機関および専門機関と連携を図り、自己破産によらない方法で債

務整理をする場合で貸付金の償還が見込まれる場

昇ぉ支援が優先します。債務整理のための弁護士費用については、法テラフ

■貸付限度額 :60万円以内

原則として1名 (ただし連帯保証人がいない場合でも申し込みできます。)

連帯保証人あり……無利子

連帯保証人なし……年 1.5%

延,帯禾」子 ………………年 10.75%

据置期間 (6カ 月以内)終了後、10年以内

二二二二二二二凛凛三二4二鷹二二轟二二二
=二

二二轟ニニニ轟二三ニニユニ|ム

=二
二二轟二二二鳳二14二

‐
凛

[搬 輛 輛 輛 輛 韓 ― ‐ ― ― ― ― ‐ ― ― ‐ 輛 輛 書 輸 論 機 申 輪 鶴 嚇 専 輛 魏 騰 ― 輛 鶴 輪 ‐ 中 締 嚇 ‐ 疇 嚇 機 ‐ ‐ 囀 ‐
… …

椰 ,

|■ |■‐‐■ ■

二
　

　

一



借入申込に際し、借入申込書―式の他に、次の書類が必要となります。

1世帯の状況がわかる書類 (世帯全員の住民票など)

.借入申込者の本人確認ができる書類 (運転免許証、健康保険証など)

.生計を維持していたことが確認できる書類 (給与明細、源泉徴収票 通帳の写しなど)

●税金の納付状況がわかる書類

債務の状況がわかる書類

住居確保給付金に関する書類

世帯の自立に向けての取り組みがわかる書類

借入に必要な額の根拠がわかる書類

■連帯保証人の資力が確認できる書類 (給与明細、源泉徴収票、通帳の写しなど)

●その他、社会福祉協議会が必要とする書類

※なお、相談内容によつては、申込後に追加の書類提出を求めることがありますのでご了承ください。

愛知県内にお住まいの生活福祉資金貸付対象世帯 (低所得世帯)の収入基準

級
地

生活福祉資金でいう低所得世帯の収入基準

生活扶助基準額×17倍 (千円未満切上げ)

以
齢

鉄
齢

鉄
齢

似
齢

5人以上

1人を増すごとに加算する額

1

145,000 222,000 276,000 338,000 73,000

2

132,000 202,000 251,000 307,000 66,000

豊橋市、岡崎市、一宮市、瀬戸市、春日井市、豊川市、刈谷市、豊田市、安城市、

東海市、大府市、知立市、尾張旭市、岩倉市、豊明市、日進市、清須市、北名古屋市

3
119,000 182,000 227,000 277,000 60,000

上記に掲げた以外の市町村

このリーフレットは貸付条件の全てを記載したものではありません。

詳細につきましてはお住まいの市区町村社会福祉協議会にお問い合わせください。

発行 :社会福祉法人 愛知県社会福祉協議会

H2704

必‐要 ‐書 類

名古屋市


